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財政健全化法による財政指標について 

 

平成 28 年度決算における健全化判断比率及び資金不足比率を公表します。平成 28 年

度決算における健全化判断比率及び資金不足比率は、早期健全化基準及び経営健全化基準

を下回る結果となりました。  ※ 単位表記のない箇所は、千円単位での表記になります。 

 

 

 

（１）実質赤字比率 

主な業務の決算の赤字額が、市税などの市の財政規模に対してどの程度の割合となる

かを表す指標。 

 

（単位：％） 

春日井市 
早期健全化基準 財政再生基準 

平成 28年度決算 平成 27年度決算 

― ― 11.25 20.00 

 

 

＜算出方法＞ 

 

 

 

 

実質赤字額 ＝ 繰上充用額 ＋ 支払繰延額 ＋ 事業繰越額 

標準財政規模の額 ＝ 普通交付税算定標準税収入額等 

＋ 臨時財政対策債発行可能額 

＋ 普通交付税額 

 

 

 

 

 

一般会計等の実質赤字額 

実質赤字比率 ＝  

標準財政規模の額 
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＜算出に用いた春日井市の数値＞ 

一般会計等の実質赤字額 

 H27 H28 

① 繰上充用額（一般会計） △3,034,598 △2,319,647 

② 支払繰延額 0 0 

③ 事業繰越額 0 0 

計 （①＋②＋③） △3,034,598 △2,319,647 

※ 黒字のため、マイナス「△」で表記しています。 

 

標準財政規模の額 

 H27 H28 

① 普通交付税算定標準税収入額等 52,261,915 53,674,452 

② 臨時財政対策債発行可能額 2,670,305 1,583,401 

③ 普通交付税額 1,127,173 712,714 

計 （①＋②＋③） 56,059,393 55,970,567 

 

 

＜指標の分析＞ 

一般会計等の決算は全て黒字となったため、指標は計上されませんでした。 
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（２）連結実質赤字比率 

水道や病院などを含めた全事業の決算の赤字額が、市税などの市の財政規模に対して

どの程度の割合となるかを表す指標。 

 

（単位：％） 

春日井市 
早期健全化基準 財政再生基準 

平成 28年度決算 平成 27年度決算 

― ― 16.25 30.00 

 

 

＜算出方法＞ 

 

 

 

 

Ａ 一般会計等及び公営事業会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

Ｂ 公営企業会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

Ｃ 一般会計等及び公営事業会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

Ｄ 公営企業会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

 

＜算出に用いた春日井市の数値＞ 

Ａ 一般会計等及び公営事業会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

 H27 H28 

該当なし － － 

 

Ｂ 公営企業会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

 H27 H28 

該当なし － － 

 

 

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 

連結実質赤字比率 ＝  

標準財政規模の額 
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Ｃ 一般会計等及び公営事業会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 
 H27 H28 

① 一般会計 3,034,598 2,319,647 

② 国民健康保険事業特別会計 718,426 ０ 

③ 後期高齢者医療事業特別会計 80,870 95,864 

④ 介護保険事業特別会計 252,810 480,475 

⑤ 介護サービス事業特別会計 3,095 0 

計 （①＋②＋③＋④＋⑤） 4,089,799 2,895,986 

 

Ｄ 公営企業会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 H27 H28 

① 春日井市民病院事業会計 7,497,135 7,723,331 

② 水道事業会計 4,698,780 4,539,136 

③ 公共下水道事業会計 ― 38,175 

④ 松河戸土地区画整理事業特別会計 ― 100,624 

計 （①＋②） 12,195,915 12,401,266 

 

標準財政規模の額 

 H27 H28 

① 普通交付税算定標準税収入額等 52,261,915 53,674,452 

② 臨時財政対策債発行可能額 2,670,305 1,583,401 

③ 普通交付税額 1,127,173 712,714 

計 （①＋②＋③） 56,059,393 55,970,567 

 

＜指標の分析＞ 

 

本市の会計は、全て黒字決算となったため、指標は計上されませんでした。 
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（３）実質公債費比率 

借金の返済に充てられたとみなされる金額が、市税などの市の財政規模に対してどの

程度の割合となるかを過去 3年間の平均値で表す指標。 

 

（単位：％） 

春日井市 
早期健全化基準 財政再生基準 

平成 28年度決算 平成 27年度決算 

5.3 6.3 25.0 35.0 

 

 

＜算出方法＞ 

 

 

 

 

Ａ 一般会計等における地方債元利償還金の額 

Ｂ 準元利償還金（一般会計等で元利償還金と同等に扱うべき性質をもつ支出額） 

Ｃ 地方債償還に充てることが認められる特定の収入 

Ｄ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

Ｅ 標準財政規模の額 

 

 

＜算出に用いた春日井市の数値＞ 

Ａ 一般会計等における地方債元利償還金の額 

 H26 H27 H28 

① 一般会計 9,194,446 8,147,580 7,919,136 

② 公共用地先行取得事業特別会計 271,720 268,664 265,610 

③ 勝川駅周辺総合整備事業特別会計 107,158 － － 

④ 上記のうち繰上償還・借換 0 0 0 

計 （①＋②＋③－④） 9,573,324 8,416,244 8,184,746 

勝川駅周辺総合整備事業特別会計は平成 26年度末で廃止し、地方債の未償還分は一般

会計へ引継ぎ。 

（Ａ＋Ｂ）－Ｃ－Ｄ 

実質公債費比率 ＝                   の３か年平均 

Ｅ－Ｄ 



  

6 

B 準元利償還金（一般会計等で元利償還金と同等に扱うべき性質をもつ支出額） 

 H26 H27 H28 

① 公営企業繰出金のうち公債費充当 3,580,604 3,523,574 3,186,649 

春日井市民病院事業 633,472 633,883 633,851 

水道事業 225 358 262 

公共下水道事業 2,801,157 2,808,366 2,552,536 

松河戸土地区画整理事業特別会計 145,750 80,967 ０ 

② 組合等繰出金のうち公債費充当 4,585 4,651 4,209 

③ 債務負担行為に係る支出 67,753 58,177 58,205 

④ 一時借入金利子 0 0 0 

計 （①＋②＋③＋④） 3,652,942 3,586,402 3,249,063 

 

Ｃ 地方債償還に充てることが認められる特定の収入 

 H26 H27 H28 

① 国・県支出金等 0 0 0 

② 地方債を財源とした貸付金償還金 25,800 34,550 37,700 

③ 公営住宅使用料 98,404 94,926 92,257 

④ 地方債償還充当都市計画税 3,116,389 3,155,196 2,849,895 

⑤ その他（勝川駅前駐車場使用料） 14,242 17,703 17,402 

計 （①＋②＋③＋④＋⑤） 3,254,835 3,302,375 2,997,254 

 

Ｄ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 H26 H27 H28 

① 事業費補正 710,130 665,346 652,267 

② 災害復旧費等 5,718,738 5,168,115 5,174,451 

③ 密度補正 378,131 381,049 382,150 

計 （①＋②＋③） 6,806,999 6,214,510 6,208,868 
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Ｅ 標準財政規模の額 

 H26 H27 H28 

① 普通交付税算定標準税収入額等 50,858,876 52,261,915 53,674,452 

② 臨時財政対策債発行可能額 2,815,855 2,670,305 1,583,401 

③ 普通交付税額 1,183,420 1,127,173 712,714 

計 （①＋②＋③） 54,858,151 56,059,393 55,970,567 

 

 

＜指標の分析＞ 

「一般会計の地方債元利償還金」及び「公共下水道事業特別会計の準元利償

還金」が数値を高める要因となっています。 

これは、土地区画整理事業を主体とした計画的なまちづくりに努め、良好な

都市環境を整備した一方で、その整備に要する資金の調達のため、地方債を活

用したことによります。 

３か年平均で見ると前年度に比べ1.０ポイント減少しています。これは、一

般会計の地方債元利償還金の額が約16.9億円減少したことによるものです。 

今後も、一般会計等の元利償還金が減少していく見込みであるため、改善し

ていくことが見込まれます。 



  

8 

（４）将来負担比率 

借金残高など将来的に負担することとなる金額が、市税などの市の財政規模に対して

どの程度の割合となるかを表す指標。 

 

（単位：％） 

春日井市 
早期健全化基準 

平成 28年度決算 平成 27年度決算 

53.5 60.4 350.0 

 

 

＜算出方法＞ 

 

 

 

 

将来負担額 ＝ Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ 

Ａ 一般会計等の地方債現在高 

Ｂ 債務負担行為に基づく支出予定額 

Ｃ 公営事業会計・公営企業会計の地方債の元金償還に充当する一般会計等からの負担

等見込額 

Ｄ 一部事務組合等の地方債元金償還に充当する一般会計等からの負担等見込額 

Ｅ 退職手当負担見込額 

（全職員に対する退職手当支給予定額のうち、一般会計等の負担見込額） 

Ｆ 土地開発公社への負担見込額 

Ｇ 連結実質赤字額 

Ｈ 一部事務組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

将来負担額からの控除額 ＝ Ⅰ＋Ｊ＋Ｋ 

Ⅰ Ａ～Ｆ に充当可能な基金残高 

Ｊ Ａ～Ｄ に充当可能な特定歳入 

○ 国庫支出金等（春日井市該当なし） 

○ 地方債を財源とする貸付金の償還金 

○ 公営住宅の賃貸料等 

○ 都市計画税収 

（都市計画事業地方債現在高のうち、都市計画税のよって償還できると考え

られる額） 

Ｋ Ａ～Ｄ のうち基準財政需要額算入見込額 

財政規模 ＝ 標準財政規模の額 － 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

将来負担額 － 将来負担額からの控除額 

将来負担比率 ＝  

財政規模 
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＜算出に用いた春日井市の数値＞ 

将来負担額 

 H27 H28 

Ａ 一般会計等の地方債現在高 79,482,702 81,125,918 

Ｂ 債務負担行為に基づく支出予定額 650,271 611,319 

Ｃ 公営事業会計・公営企業会計の地方債の元金償

還に充当する一般会計等からの負担等見込額 
44,500,506 41,203,598 

Ｄ 一部事務組合等の地方債元金償還に充当する

一般会計等からの負担等見込額 
24,762 20,570 

Ｅ 退職手当負担見込額 10,186,776 9,738,582 

Ｆ 土地開発公社への負担見込額 12,027,548 9,980,039 

Ｇ 連結実質赤字額 － － 

Ｈ 一部事務組合等の連結実質赤字額相当額のう

ち一般会計等の負担見込額 
－ － 

計 （Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ） 146,872,565 142,680,026 

 

将来負担額からの控除額 

 H27 H28 

Ⅰ Ａ～Ｆ に充当可能な基金残高 10,405,614 11,428,095 

Ｊ Ａ～Ｄ に充当可能な特定歳入 34,926,571 34,637,701 

Ｋ Ａ～Ｄ のうち基準財政需要額算入見込額 71,429,485 69,963,914 

計 （Ⅰ＋Ｊ＋Ｋ） 116,761,670 116,029,710 

 

財政規模 

 H27 H28 

ａ 標準財政規模の額 56,059,393 55,970,567 

ｂ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要

額算入額 
6,214,510 6,208,868 

計 （ａ－ｂ） 49,844,883 49,761,699 
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＜指標の分析＞ 

人口急増が始まった昭和40年代半ばからの都市環境整備に多額の地方債を

活用しました。そのため、指標を高める主な要因として、①一般会計の地方債

残高、②公共下水道事業特別会計の地方債残高、③土地開発公社への負担額な

どがあり、これらの削減が、財政運営の大きな課題となっています。 

平成28年度は、土地開発公社の経営健全化による負担額の減少や、公共下

水道事業会計の地方債残高の減少などにより、昨年度と比較し、6.9ポイント

減少しました。 

今後も、地方債の計画的な運用と土地開発公社の経営健全化に努めます。 

 

＜主な減少要因＞ 

・土地開発公社の経営健全化による負担額の減少 

（約△27.5億円・△16.8ポイント） 

・公共下水道事業会計の地方債現在高の減少 

（約△13.4億円・△2.8ポイント） 

・ 
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（５）資金不足比率 

公営企業会計の決算の資金不足額が、その事業規模に対してどの程度となるかを表す

指標。 

 

（単位：％） 

春日井市 
早期健全化基準 

公営企業会計名 平成 28年度決算 平成 27年度決算 

松河戸土地区画整理事業

特別会計 
― ― 

20.00 
公共下水道事業会計 ― ― 

春日井市民病院事業会計 ― ― 

水道事業会計 ― ― 

 

 

＜算出方法＞ 

 

 

 

 

資金不足額 ＝ （病院・水道・下水） 流動負債 ＋ 赤字地方債残高 － 流動資産 

（松河戸）歳出総額 ＋ 地方債残高 － 歳入総額 － 土地収入見込額 

事業の規模 ＝ 営業収益 － 受託工事収益 

 

 

＜算出に用いた春日井市の数値＞ 

資金不足額（春日井市民病院事業） 

 H27 H28 

① 流動負債 1,552,176 1,830,742 

② 赤字地方債残高 0 0 

③ 流動資産 9,049,311 9,554,073 

計 （①＋②－③） △7,497,135 △7,723,331 

資金不足額 

資金不足比率 ＝  

事業の規模 
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資金不足額（水道事業） 

 H27 H28 

① 流動負債 1,455,727 1,020,270 

② 赤字地方債残高 0 0 

③ 流動資産 6,154,507 5,559,406 

計 （①＋②－③） △4,698,780 △4,539,136 

 

資金不足額（公共下水道事業） 

 H27 H28 

H27 

① 歳出総額 8,012,580 ― 

② 赤字地方債残高 0 ― 

③ 歳入総額 8,012,580 ― 

H28 

① 流動負債 ― 1,332,750 

② 赤字地方債残高 ― ０ 

③ 流動資産 ― 1,370,925 

計 （①＋②－③） 0 △38,175 

※公共下水道事業は、H28年度から地方公営企業法を適用 

 

資金不足額（松河戸土地区画整理事業（宅地造成事業）） 

 H27 H28 

① 歳出総額 220,762 214,058 

② 地方債残高 ― 242,473 

③ 歳入総額 220,762 490,529 

④ 土地収入見込額 ０ 66,626 

計 （①＋②－③－④） 0 △100,624 
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事業の規模（春日井市民病院事業） 

 H27 H28 

① 営業収益 14,679,845 15,157,166 

② 受託工事収益 0 0 

計 （①－②） 14,679,845 15,157,166 

 

事業の規模（水道事業） 

 H27 H28 

① 営業収益 4,646,877 4,680,069 

② 受託工事収益 14 ０ 

計 （①－②） 4,646,863 4,680,069 

 

事業の規模（公共下水道事業） 

 H27 H28 

① 営業収益 3,208,427 2,912,917 

② 受託工事収益 0 ０ 

計 （①－②） 3,208,427 2,912,917 

 

事業の規模（松河戸土地区画整理事業（宅地造成事業）） 

 H27 H28 

① 営業収益 104,517 490,505 

② 受託工事収益 0 ０ 

計 （①－②） 104,517 490,505 

  

＜指標の分析＞ 

公営企業会計においては、流動資産が流動負債を上回り、春日井市民病院事業

では約77億円、水道事業では約45億円、公共下水道事業では0.4億円の資金剰

余額を計上しました。また、松河戸土地区画整理事業については１億円の資金余

剰額を計上し、全ての会計において資金不足額が生じていないため、指標は計上

されませんでした。 
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用語解説 

 

一般会計等 一般会計、公共用地先行取得事業特別会計、民家防音事業特別会計、潮見坂

平和公園事業特別会計の 4 会計 

公営事業会計 国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、介護保険事業特

別会計、介護サービス事業特別会計の４会計 

公営企業会計 水道事業会計、春日井市民病院事業会計、公共下水道事業会計、松河戸土地

区画整理事業特別会計の４会計 

繰上充用額 歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額 

支払繰延額 実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額 

事業繰越額 実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額 

普通交付税算定標準

税収入額等 

通常収入されると見込まれる経常的一般財源の規模 

住民税・固定資産税などの税収のほか、交付金、譲与税など用途の指定を受

けない財源として収入する額を、地方交付税法上定められた方法により算出

した額 

臨時財政対策債発行

可能額 

臨時財政対策債は赤字地方債のひとつで、地方交付税財源の不足を補填する

ために発行 

元利償還金は、基準財政需要額に全額算入 

発行可能額は、毎年度、総務省から普通交付税の交付・不交付にかかわらず

配分 

資金剰余額 流動資産（現金預金、有価証券、未収金など）から流動負債（未払金など）

を差し引いた額 

 

 


